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令和２年６月11日 

区民部国保年金課 

 

議案第４２号 練馬区国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

１ 改正の理由 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症に対応するための改正 

ア 新型コロナウイルス感染症対策として、国からの通知を踏まえ、国の財政支援に

沿った内容で傷病手当金を支給するための規定を新たに設ける。 

  イ 新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯に係る保険料につい

て、国からの通知を踏まえ、納期限を過ぎた保険料についても遡及して減免を行う

ため、所要の改正を行う。 

⑵ 地方税法における延滞金の特例規定の改正に伴う改正 

練馬区国民健康保険条例（昭和34年11月練馬区条例第18号）における国民健康保険

料の延滞金の割合は、地方税法（昭和25年法律第226号）に基づく地方税の延滞金の割

合に準じて規定している。 

令和２年３月31日に公布された地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第

５号）により、延滞金を算出する際に用いる割合の名称が変更されたことに合わせ、

所要の改正を行う。 

 

２ 改正の内容 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症に対応するための改正 

ア 傷病手当金の新設に係る改正（付則第８条－付則第10条関係） 

    (ｱ) 対象者 

     練馬区国民健康保険に加入している被用者で、新型コロナウイルス感染症に感

染したものまたは発熱等の症状があり感染の疑いがあるもの 

(ｲ) 支給額 

  支給額 ＝ 

直近の継続した３か月間の給与収入の合計額 

× 

２ 
× 支給対象日数 

就労日数 ３ 

   

kokuho
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 (ｳ) 支給対象日数 

令和２年１月１日から同年９月30日までの間で、療養のため労務に服すること

ができなくなった日から起算して４日目以降の就労を予定していた日数 

イ 保険料減免に係る申請期限の特例に係る改正（第24条関係） 

      つぎの(ｱ)または(ｲ)に該当する者の令和２年２月１日から令和３年３月31日まで

の間に納期限が到来する平成31年度分および令和２年度分保険料について、申請に

より減免を行うため、既に納期限を過ぎた保険料についても、区長が指定する日ま

でに申請したときは遡及して減免できるように特例を設ける。 

   (ｱ) 新型コロナウイルス感染症により、主たる生計維持者が死亡または重篤な傷病

を負った世帯 

  (ｲ) 新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる生計維持者の事業収入、給与

収入、不動産収入、山林収入のいずれかの減少が、前年の当該収入の10分の３以

上見込まれる場合（前年の所得の合計額が1,000万円以下であり、減少が見込ま

れる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合計額が400万円以下である場合

に限る。） 

⑵ 地方税法における延滞金の特例規定の改正に伴う改正（付則第２条関係） 

「特例基準割合」を「延滞金特例基準割合」に改めるとともに、文言の整理を行う。 

 

３ 施行期日 

２の⑴ 公布の日 

  ２の⑵ 令和３年１月１日 

 

４ 新旧対照表 

  別紙のとおり 
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練馬区国民健康保険条例新旧対照表 

現 行 改正案 

（保険料の減免） 

第24条 ［略］ 

２ 前項の規定により保険料の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、つぎに

掲げる事項を記載した申請書に減免を受

けようとする理由を証明する書類を添付

して区長に提出しなければならない。 

 

 

 

 ⑴～⑶ ［略］ 

３ 第１項第１号に該当する者に係る保険

料の減免は、申請の日以後の納期限に係

る保険料から適用し、同項第２号に該当

する者に係る保険料の減免は、旧被扶養

者が被保険者の資格を取得した日以後の

納期限に係る保険料から適用する。 

 

 

 

 

４ ［略］ 

 

   付 則 

（延滞金の割合の特例） 

第２条 当分の間、第21条に規定する延滞

金の年14.6パーセントの割合および年

7.3パーセントの割合は、この規定にかか

わらず、各年の特例基準割合（当該年の

前年に租税特別措置法第93条第２項の規

定により告示された割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合をいう。以下こ

の条において同じ。）が年7.3パーセント

の割合に満たない場合には、その年（以

下この条において「特例基準割合適用年」

という。）中においては、年14.6パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合

（保険料の減免） 

第24条 ［略］ 

２ 前項の規定により保険料の減免を受け

ようとする者は、納期限まで（これによ

り難い特別の事情があると認められる場

合には、納期限後の区長が指定する日ま

で）に、つぎに掲げる事項を記載した申

請書に減免を受けようとする理由を証明

する書類を添付して区長に提出しなけれ

ばならない。 

 ⑴～⑶ ［略］ 

３ 第１項第１号に該当する者に係る保険

料の減免は、申請の日（前項の規定によ

り区長が申請書の提出期限を指定した場

合において、当該提出期限までに申請書

を提出したときにあっては、区長が必要

と認めた日）以後の納期限に係る保険料

から適用し、同項第２号に該当する者に

係る保険料の減免は、旧被扶養者が被保

険者の資格を取得した日以後の納期限に

係る保険料から適用する。 

４ ［略］ 

 

   付 則 

（延滞金の割合の特例） 

第２条 当分の間、第21条に規定する延滞

金の年14.6パーセントの割合および年

7.3パーセントの割合は、この規定にかか

わらず、各年の延滞金特例基準割合（平

均貸付割合（租税特別措置法第93条第２

項に規定する平均貸付割合をいう。）に

年１パーセントの割合を加算した割合を

いう。以下この条において同じ。）が年

7.3パーセントの割合に満たない場合に

は、その年中においては、年14.6パーセ

ントの割合にあってはその年における延

滞金特例基準割合に年7.3パーセントの
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適用年における特例基準割合に年7.3パ

ーセントの割合を加算した割合とし、年

7.3パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した割合が年7.3

パーセントの割合を超える場合には、年

7.3パーセントの割合）とする。 

 

 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割合を加算した割合とし、年7.3パーセン

トの割合にあっては当該延滞金特例基準

割合に年１パーセントの割合を加算した

割合（当該加算した割合が年7.3パーセン

トの割合を超える場合には、年7.3パーセ

ントの割合）とする。 

 

 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被

保険者等に係る傷病手当金） 

第８条 給与等（所得税法第28条第１項に

規定する給与等をいい、賞与（健康保険

法第３条第６項に規定する賞与をいう。）

を除く。以下同じ。）の支払を受けてい

る被保険者が療養のため労務に服するこ

とができないとき（新型インフルエンザ

等対策特別措置法（平成24年法律第31号）

附則第１条の２に規定する新型コロナウ

イルス感染症（以下「新型コロナウイル

ス感染症」という。）に感染したときま

たは発熱等の症状があり新型コロナウイ

ルス感染症の感染が疑われるときに限

る。）は、その労務に服することができ

なくなった日から起算して３日を経過し

た日から労務に服することができない期

間のうち労務に就くことを予定していた

日について、傷病手当金を支給する。 

２ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病

手当金の支給を始める日の属する月以前

の直近の継続した３月間の給与等の収入

の額の合計額を就労日数で除した金額（ 

その額に、５円未満の端数があるときは、

これを切り捨て、５円以上10円未満の端

数があるときは、これを10円に切り上げ

るものとする。）の３分の２に相当する

金額（その金額に、50銭未満の端数があ

るときは、これを切り捨て、50銭以上１

円未満の端数があるときは、これを１円

に切り上げるものとする。）とする。た
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［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

だし、健康保険法第40条第１項に規定す

る標準報酬月額等級の最高等級の標準報

酬月額の30分の１に相当する金額（その

額に、５円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨て、５円以上10円未満の端数

があるときは、これを10円に切り上げる

ものとする。）の３分の２に相当する金

額（その金額に、50銭未満の端数がある

ときは、これを切り捨て、50銭以上１円

未満の端数があるときは、これを１円に

切り上げるものとする。）を超えるとき

は、その金額とする。 

３ 傷病手当金の支給期間は、その支給を

始めた日から起算して１年６月を超えな

いものとする。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被

保険者等に係る傷病手当金と給与等との調

整） 

第９条 新型コロナウイルス感染症に感染

した場合または発熱等の症状があり新型

コロナウイルス感染症の感染が疑われる

場合において給与等の全部または一部を

受けることができる者に対しては、これ

を受けることができる期間は、傷病手当

金を支給しない。ただし、その受けるこ

とができる給与等の額が、前条第２項の

規定により算定される額より少ないとき

は、その差額を支給する。 

第10条 前条に規定する者が、新型コロナ

ウイルス感染症に感染した場合または発

熱等の症状があり新型コロナウイルス感

染症の感染が疑われる場合において、そ

の受けることができるはずであった給与

等の全部または一部につき、その全額を

受けることができなかったときは傷病手

当金の全額、その一部を受けることがで

きなかった場合においてその受けた額が

傷病手当金の額より少ないときはその額

と傷病手当金との差額を支給する。ただ
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し、同条ただし書の規定により傷病手当

金の一部を受けたときは、その額を支給

額から控除する。 

２ 前項の規定により区が支給した金額

は、当該被保険者を使用する事業所の事 

業主から徴収する。 

    付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。

ただし、付則第２条の改正規定および付

則第３項の規定は、令和３年１月１日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の練馬区国民健

康保険条例（以下「新条例」という。）

付則第８条から第10条までの規定は、傷

病手当金の支給を始める日が令和２年１

月１日から同年９月30日までの間に属す

る場合に適用することとする。 

３ 新条例付則第２条の規定は、令和３年

１月１日以後の期間に対応する延滞金に

ついて適用し、同日前の期間に対応する

延滞金については、なお従前の例による。 

 




